
保険者の再編・統合（国民健康保険）  

国民健康保険については、都道府県単位での保険運営を推進するため、保険財政の安定化と保険料平準化を  

促進する観点から都道府県内の市町村の拠出により医療費を賄う共同事業の拡充を図る。あわせて、保険者  
支援制度等の国保財政基盤強化策について、公費負担の在り方を含め総合的に見直す。  

平成17年12月18日の総務・財務・厚生労働3大臣合意において、以下の内容を平成18年度以降行うことを決定  

1．国保財政基盤強化策の誰続【公布日施行（平 

（1）高額医療費共同事業   
・高額な医療費の発生力唱保財政に与える影響を緩和するために、都道府県単位で財政リスクを分散する事業   
・事業規模：1，800億円程度（交付基準は70万円以上から80万円以上に引上げ）   
・事業主体：国民健康保険団体連 ・負担区分：市町村国保1／2、都道府県1／4、国1／4   

（2）保険者支援制度   
・市町村国保の財政基盤を強化するために、低所得者を多く抱える保険者を財政的に支援する制度   
・事業主体：市町村  ・負担区分：国1／2、都道府県1／4、市町村1／4   

（3）国保財政安定化支援事業   
・国保財政の安定化、保険料（税）負担の平準化等に資するために、市町村の一般会計から国保持合への繰入れを  
地方財政措置で支援する事業（市町村に対する地方財政措置：1，000億円程度）  

司安定化事業【平成18年10月施行   

都道府県内の市町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、一件30万円以上の医療費について、市町村園保  

の拠出による保険財政共同安定化事業を平成18年10月から実施（国保医療費の約4割が対象）  

3．上記は、平成21年度までの措置とし、市町村国保の財政状況や後期高齢者医療制度の創設に伴う影響を勘案し、  
平成22年度において見直しを行うものとする。   


